
 

平成１８年度当初予算 施策別概要 

 
 

                   55301 公共交通の利便性向上と利用促進            

（地域振興部） 

  （主担当部局：地域振興部）    55302  鉄道の整備と利便性向上    （地域振興部） 

                   55303  バス交通の確保         （地域振興部） 

                    

＜施策の目的＞ 

 （対象）公共交通機関が 

 （意図）県民の日常生活を支え、交通渋滞の緩和や環境負荷の軽減に寄与している。 

 

＜施策の数値目標＞ 

目 標 項 目  Ｈ１５年度 Ｈ１６年度 Ｈ１７年度 Ｈ１８年度 

目標値  １４．２ １４．２ １４．２ １４．２ 交通手段のうち公共

交通機関を利用した

人の割合（％） 
実績値  １２．４ １０．８   

 ※ 移動する際、利用する輸送機関（自家用車、鉄道など）の総輸送人員のうち、公共交通機

関で移動した人員の割合（国土交通省「数字で見る中部の運輸」） 

 

＜平成１８年度に残っている課題＞ 

地域の住民、とりわけ自らの交通手段を持たないお年寄りや学生にとって、無くてはならない

交通手段である公共交通機関は、規制緩和や、モータリゼーションの進展により利用者の減少が

進んでいます。 

① バスについては、路線の廃止や運行本数の削減が行われ、生活交通の確保が困難な状況が  

生じています。 

 

② 鉄道については、中小鉄道事業者の経営基盤が脆弱であり、安全性の向上及びサービスの

改善が課題となっています。 

 
＜平成１８年度の施策の取組方向＞ 

公共交通を単に交通手段としてだけでなく、地域社会を維持していくうえで、必要な社会資

本であると捉え、地域経営という観点から総合的に考えていく必要があることから、住民・事

業者・行政が地域づくりの一環として協働して取り組みます。 

① バス路線の確保については、最後の公共交通手段として地域の生活交通の確保に取り組む

市町村等の支援に努めます。 

 

② 鉄道については、安全性の向上及びサービス改善が図られるよう国及び関係市町村ととも

に取り組みます。 

 

 

 

５５３ 公共交通網の整備 



 

＜主な事業＞ 

① 地方バス路線維持費補助金（生活交通路線維持費補助金） 

【基本事業名：55303 バス交通の確保】 

  当初予算額：⑰ ２６４，１００千円 → ⑱ ２２０，９３０千円 

  事業概要：生活交通路線を運行する乗合バス事業者に対して補助対象経費の１／２以内を補

助します。（国との協調補助で国も１／２以内を補助する。） 

 
② 地方バス路線維持費補助金（第３種生活路線維持費補助金） 

【基本事業名：55303 バス交通の確保】 

  当初予算額：⑰ ３３，６９２千円 → ⑱ ３０，８７５千円 

  事業概要：第３種生活路線を運行する乗合バス事業者に補助金を交付する市町村に対してそ

の交付する補助金の１／２を補助します。 

 
③ 地方バス路線維持費補助金（市町村自主運行バス等維持費補助金） 

【基本事業名：55303 バス交通の確保】 

  当初予算額：⑰ ２１９，６８８千円 → ⑱ １９４，６２６千円 

  事業概要：市町村がバス等を運行する場合に補助対象経費の９／２０を補助します。 

 

④ （新）生活交通再生路線補助金        【基本事業名：55303 バス交通の確保】 

当初予算額：⑰ ― 千円 → ⑱ ２１，５６１千円 

事業概要：生活交通路線を再生するため、コミュニティバス等に一部区間を転換していく方

策について、国と協調して補助対象経費の１／２を補助します。 

 
⑤ 幹線鉄道等活性化事業費補助金    【基本事業名：55302 鉄道の整備と利便性向上】 

当初予算額：⑰ １００，０００千円 → ⑱ １０２，０００千円 

事業概要：三岐鉄道北勢線について、駅周辺整備等沿線のまちづくり事業と連携した鉄道の

高速化事業及び乗継円滑化事業に要する経費に対して、国及び市町とともに第３

セクターへ補助します。 

 
⑥ 鉄道軌道近代化設備整備費補助金   【基本事業名：55302 鉄道の整備と利便性向上】 

当初予算額：⑰ ８３，５０６千円 → ⑱ １０１，６４５千円 

  事業概要：第３セクターや中小民鉄など経営基盤の脆弱な鉄道事業者に対して、鉄道軌道に

係る近代化設備の整備について、国及び市町とともに補助します。 

 

 


